
 
 
 
 
 

３ 各届出の方法及び留意点について 
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サ
ー

ビ

ス

届

出

項

目

届出が必要な場合 加算取得にあたり 必要な届出書類 根拠規定等

訪問看護
【 R6改定・ 新設】 高齢者虐待防止措置実施の有無

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3・ 注3
老企第36号　 第2の4( 9) （ 第2の2( 10) ）

特別地域加算
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3・ 注9

老企第36号　 第2の4( 15) （ 第2の2( 17) ）

緊急時訪問看護加算
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3・ 注12

老企第36号　 第2の4( 18)
厚生労働大臣が定める 基準（ 平成27年厚生

特別管理体制
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3・ 注13

老企第36号　 第2の4( 19)

【 R6改定・ 新設】 専門管理加算
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3・ 注14

老企第36号　 第2の4( 20)

タ ーミ ナルケ ア体制
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3・ 注15

老企第36号　 第2の4( 17)

【 R6改定・ 新設】 遠隔死亡診断補助加算
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3・ 注16

老企第36号　 第2の4( 22)

厚生労働大臣が定める 基準に適合する 利用
者等（ 平成27年厚生労働省告示第94号） 七

厚生労働大臣が定める 基準に適合する 利用
者等（ 平成27年厚生労働省告示第94号） 八
－二

厚生労働大臣が定める 基準（ 平成27年厚生
労働省告示第95号） 八

主治医の指示に基づき 、 情報通信機器を 用いて医師の
死亡診断の補助を 行っ た場合 ・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙

１ ）
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ ）

・ 「 遠隔死亡診断補助加算に係る 届出書」 （ 別紙１ ８ ）

緩和ケア 、 褥瘡ケ ア若し く は人工肛門ケア及び人工膀
胱ケアに係る 専門の研修を 受けた看護師又は保健師助
産師看護師法（ 昭和23年法律第203号） 第37条の２ 第
２ 項第５ 号に規定する 指定研修機関において行われる
研修を 修了し た看護師が、 指定訪問看護の実施に関す
る 計画的な管理を 行っ た場合

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ ）

・ 「 専門管理加算に係る 届出書」 （ 別紙１ ７ ）

厚生労働大臣が定める 基準に適合する 利用
者等（ 平成27年厚生労働省告示第94号） 七

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ ）

５ 　 根拠規定等
　 　 各加算等の届出項目の詳細については、 「 根拠規定等」 欄の「 告示」 等を ご 参照願いま す。
　 　 なお、 「 根拠規定等」 欄の「 告示」 は「 指定居宅サービ ス に要する 費用の額の算定に関する 基準（ 平成12年厚生省告示第19号） 」 を 、 「 老企第36号」 は「 指定居宅サービ ス に
　 要する 費用の額の算定に関する 基準（ 訪問通所サービ ス 、 居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る 部分） 及び指定居宅介護支援に要する 費用の額の算定に関する 基準の制定に
　 伴う 実施上の留意事項について（ 平成12年3月1日老企第36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 」 を 示し ま す。

厚生労働大臣が定める 地域に所在する 事業所の看護師
等が指定訪問看護を 行う 場合
（ 厚生労働大臣が定める 地域）
①離島振興対策実施地域（ 離島振興法） 、 ②奄美群
島、 ③振興山村（ 山村振興法で指定する 地域） 、 ④小
笠原諸島、 ⑤沖縄振興特別措置法に規定する 離島、 ⑥
人口密度希薄・ 交通不便等でサービ ス 確保が著し く 困
難な地域と し て厚生労働大臣が定める 地域

厚生労働大臣が定める 地域（ 平成24年厚生
労働省告示第120号）

24時間連絡でき る 体制にあっ て、 かつ計画的に訪問す
る こ と と なっ ていない緊急時訪問を 必要に応じ て行う
場合
※利用者の同意が必要
※当該加算は、 届出を 受理し た日から 算定可能

・ 「 緊急時（ 介護予防） 訪問看護加算・ 特別管理体制・ タ ーミ ナルケア 体
制に係る 届出書」 （ 別紙１ ６ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ ）

厚生労働大臣が定める 基準を 満たさ ない場合は、 高齢
者虐待防止措置未実施減算と し て、 所定単位数の100
分の１ に相当する 単位数を 所定単位数から 減算する 。

※厚生労働大臣が定める 基準を 満たす場合は、 「 基準
型」 の届出を 行う こ と 。

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）

「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書（ 加算届） 」 提出に当たっ ての留意事項   【 訪問看護・ 介護予防訪問看護】

１ 　 新たに加算を 取得する 場合、 施設等の区分を 変更する 場合な ど は、 以下の留意事項等に沿っ て「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書（ 加算届） 」 を 提出を し て く
だ
　 さ い。 な お、 加算等の届出項目についての個々の単位数や要件・ 取扱いなど は、 下表の「 根拠規定等」 を ご 参照願いま す。

２ 　 加算等の届出と 適用時期
　 　 新たに加算を 取得する 場合（ 又は取得中加算の区分変更を する 場合） 、 適用月の前月15日ま でに届出が必要です。 期限を 過ぎ て提出さ れた場合（ 書類の不備・ 不足等で期限ま
　 でに受理でき ない場合を 含む） で、 要件が満たし ている こ と が確認さ れたも のは翌々月から の算定と なり ま すので、 十分にご 注意く ださ い。 加算を 取り 下げる （ 又は減算の届出
　 の） 場合は、 その時点で速やかに届出が必要です。

３ 　 加算等の届出の提出先
　 　 〒１ ６ ３ －０ ７ １ ８ 　 　 新宿区西新宿２ －７ －１ 　 新宿第一生命ビ ルディ ン グ　 18階
　 　 公益財団法人　 東京都福祉保健財団　 事業者支援部介護事業者指定室

４ 　 届出様式
　 　 届出様式は東京都福祉局ホーム ページ「 東京都介護サービ ス 情報」 に掲載し ていま す。 加算取得にあ たり 必要な届出書類は、 下表を ご 参照願いま す。
　 　 ht t p: //www. f ukushi . met r o. t okyo. j p/kour ei /hoken/kai go_ l i b/i ndex. ht ml

特別な管理を 必要と する 利用者に対し 、 計画的な管理
を 行っ た場合
※特別な管理を 必要と する 利用者： 平成27年厚生労働
省告示第94号七

・ 「 緊急時訪問看護加算・ 特別管理体制・ タ ーミ ナルケ ア 体制に係る 届出
書」 （ 別紙１ ６ ）

在宅で死亡し た利用者に対し て、 その死亡日及び死亡
日前14日以内に2日以上タ ーミ ナルケ ア を 行っ た場合
（ タ ーミ ナルケア を 行っ た後、 24時間以内に在宅以外
で死亡し た場合を 含む）
※タ ーミ ナルケア 加算の基準
①24時間連絡でき る 体制を 確保し 、 かつ必要に応じ 訪
問看護を 行う こ と ができ る 体制を 整備し ている
②利用者及び家族に説明を 行い、 同意を 得ている
③利用者の心身状況の変化等必要な事項が適切に記録
さ れている

・ 「 緊急時訪問看護加算・ 特別管理体制・ タ ーミ ナルケ ア 体制に係る 届出
書」 （ 別紙１ ６ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ ）
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届出が必要な場合 加算取得にあたり 必要な届出書類 根拠規定等

看護体制強化加算
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3-ト

老企第36号　 第2の4( 28)

【 R6改定・ 新設】 口腔連携加算
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3-チ

老企第36号　 第2の4( 29)

サービ ス 提供体制強化加算
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3-ﾘ

老企第36号　 第2の4( 30) （ 第2の3（ 12） ）

・ 算定の根拠と なる 書類
＊添付書類の詳細については、 「 加算様式・ 参考様式」 内の「 ＜参考＞
サービ ス 提供体制強化加算における 算定の根拠と なる 書類」 を 参照し てく
ださ い。

定期巡回・ 随時対応型サービ ス 連携
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書」 （ 別紙２ ） 告示3-ハ・ 注2

老企第36号　 第2の4( 5)

介護予防訪問看護

特別地域加算

緊急時訪問看護加算

特別管理体制

看護体制強化加算

サービ ス 提供体制強化加算

厚生労働大臣が定める 基準（ 平成27年厚生
労働省告示第95号） 十

厚生労働大臣が定める 施設基準（ 平成27年
厚生労働省告示第96号） 三

厚生労働大臣が定める 基準（ 平成27年厚生
労働省告示第95号） 九

口腔の健康状態の評価を 実施し た場合
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）
・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ －２ ）

・ 「 口腔連携強化加算に関する 届出書」 （ 別紙１ １ ）

厚生労働大臣が定める 基準に適合する 利用
者等（ 平成27年厚生労働省告示第94号） 九
号の２

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 介護予防サービ ス ） 」 （ 別
紙１ －２ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）

・ 「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表（ 居宅サービ ス ） 」 （ 別紙
１ ）

添付書類は上記をご参照下さ い。
介護予防のみ実施し ている 事業者は、 居宅サービ ス に準じ て届け出てく ださ い。

定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護事業所と 連携し て
指定訪問看護を 行う 場合
※訪問看護を 24時間行う こ と ができ る 体制を 整えてい
る 事業所と し て、 緊急時訪問看護加算の届け出を し て
いる 事業所である こ と
※当該加算は、 届出要件を 満たし た上で、 届出を 受理
し た後に、 利用者が訪問看護の利用を 開始し た日から
算定可能

・ 「 訪問看護事業所における 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護連携に係
る 届出書」 （ 別紙１ ５ ）

次のいずれにも 適合する 場合
①すべての看護師等への研修の実施
②すべての従業者によ る 技術指導を 目的と し た会議の
毎月開催
③非常勤職員を 含めた健康診断の実施
④看護師等の勤続年数について、 3年以上/7年以上の
者が3割以上

・ 「 サービ ス 提供体制強化加算に関する 届出書（ （ 介護予防） 訪問看
護） 」 （ 別紙１ ４ －２ ）

次のいずれにも 適合する 場合
①算定日が属する 月の前6か月において、 実利用者総
数のう ち、 緊急時訪問看護加算を 算定し た実利用者の
割合が50％以上
②算定日が属する 月の前6か月において、 実利用者総
数のう ち、 特別管理加算を 算定し た実利用者の割合が
20％以上
③算定日が属する 月の前12か月において、 タ ーミ ナル
ケ ア加算を 算定し た利用者が、 加算Ⅰの場合5人以
上、 加算Ⅱの場合1人以上
④訪問看護の提供に当たる 従業者の総数に占める 看護
職員の割合が60%

・ 「 看護体制強化加算に係る 届出書（ （ 介護予防） 訪問看護事業所） 」
（ 別紙１ ９ ）
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（別紙２）

令和 年 月　10日
殿

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

ー ）
都

ー ）
都

ー ）
都

ー ）
都

ー ）
都

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ ■ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

× × × × × × × × × ×
× × × × × × ×

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」
　　　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字の横の□を■にしてください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1，1－2)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、
　　　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

介護医療院 1新規 2変更 3終了

関係書類 別添のと おり

介護保険事業所番号

医療機関コ ード 等

特

記

事

項

変　 更　 前 変　 更　 後

サービス 提供体制強化加算Ⅱ（ イ 及びロ の場合） サービス 提供体制強化加算Ⅰ（ イ 及びロ の場合）

施

設

届

出

を

行

う

事

業

所

・

施

設

の

種

類

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定（ 許可） 異動等の区分

介護老人保健施設 1新規 2変更 3終了

介護老人福祉施設 1新規 2変更 3終了
介護予防福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了
介護予防特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了
介護予防短期入所療養介護 1新規 2変更 3終了
介護予防短期入所生活介護 1新規 2変更 3終了
介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ｼーｮﾝ 1新規 2変更 3終了
介護予防居宅療養管理指導 1新規 2変更 3終了
介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ｼーｮﾝ 1新規 2変更 3終了
介護予防訪問看護 1新規 2変更 3終了
介護予防訪問入浴介護 1新規 2変更 3終了

福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了

特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

短期入所療養介護 1新規 2変更 3終了

2変更 3終了

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ｼーｮﾝ 1新規 2変更 3終了

短期入所生活介護 1新規

その他該当する 体制等

居宅療養管理指導 1新規 2変更 3終了

1新規 2変更 3終了

異動項目
年月日 年月日 (※変更の場合)

指

定

居

宅

サ
ー

ビ

ス

訪問介護 1新規

訪問入浴介護 1新規 2変更 3終了

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ｼーｮﾝ 1新規

異動（ 予定）

2変更 3終了

訪問看護
2変更 3終了

通所介護 ○ 令和元年〇月1日 1新規 2変更 3終了 令和〇年△月1日

管理者の住所
(郵便番号 150 ＊＊＊＊

東京 渋谷 区 〇×３ －３ －３

管理者の氏名 都庁　 松子

主たる 事業所の所在地以外の場所
で一部実施する 場合の出張所等の
所在地

(郵便番号
　

事

業

所

・

施

設

の

状

況

フリ ガナ ﾃﾞｲｻ ﾋーﾞｽﾄﾁｮｳ
事業所・ 施設の名称 デイ サービ ス 都庁

主たる 事業所・ 施設の所在地
(郵便番号 163 ＊＊＊＊
　 　 東京 新宿 区        西新宿　 　 １ －１ －１

連 絡 先 電話番号 ０ ３ －５ ３ ２ ０ －△△△△ FAX番号 ０ ３ －５ ３ ８ ８ －〇〇〇〇

連 絡 先 電話番号 FAX番号

株式会社 法人所轄庁
代表者の職・ 氏名 職名 代表取締役 氏名 東京　 太郎

代表者の住所
(郵便番号
　 　 東京 中野 区         ●●●　 ２ －２ －２

事業所所在地市町村番号

届

　

出

　

者

フリ ガナ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾄｳｷｮｳﾄｶｲｺﾞｻ ﾋーﾞｽｼﾞｮｳﾎｳ

名　 　 称 株式会社東京都介護サービス 情報

主たる 事務所の所在地
(郵便番号

　 (ビルの名称等)
連 絡 先 電話番号 ０ ３ －５ ３ ２ １ －１ １ １ １ FAX番号 ０ ３ －５ ３ ２ １ －○○○○

163 8001
　 　 東京 新宿 区        西新宿　 　 ２ －８ －１

法人の種別

所在地 東京都新宿区西新宿２ －８ －１

名　 称 株式会社東京都介護サービス 情報

受付番号

介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書＜指定事業者用＞
** 4

知事

受付番号は入力不要です。

事業所所在地市町村番号は入力不要です。

・ 「 法人の種別」 欄は、 申請者が法人である 場

合に、 「 社会福祉法人」 「 医療法人」 「 社団法

人」 「 財団法人」 「 株式会社」 「 有限会社」 等

の別を 記入し てく ださ い。

・ 「 法人所轄庁」 欄は、 申請者が認可法人であ

る 場合に、 その主務官庁の名称を記載し てく だ

「 届出者」 欄の名称、 所在地と 一致さ せてく

ださ い。 法人印（ 代表者印） の捺印は不要で

「 異動項目」 欄には、 (別紙1， 1ʷ 2)「 介護給付

費算定に係る 体制等状況一覧表」 に掲げる 項目

（ 施設等の区分、 人員配置区分、 その他該当す

る 体制等、 割引） を記載し てく ださ い。

「 主たる 事業所の所在地以外の場所で一部実施

する 場合の出張所等の所在地」 について、 複数

の出張所等を 有する 場合は、 適宜欄を補正し て、

全ての出張所等の状況について記載し てく ださ

い。

記入例

特記事項には、 新たに取得する 項目、 変更する 項目のみ

入力し てく ださ い。 こ れま でに取得済みである 加算項目

については入力の必要はあり ません。

その他、 注意事項

「 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書（ 以

下「 体制届」 と いう 。 ） 」 にあわせてご 提出いただく

「 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表」 には、

体制届の「 特記事項」 に入力いただいた、 新たに取得

する 項目、 変更する 項目のみ「 □」 にチェ ッ ク を 入れ

異動（ 予定） 年月日は、 必ず記載し てく ださ い。

介護保険事業所番号の記入漏れがな

いよ う にし てく ださ い。
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（ 別紙１ －１ －２ ）

□ １ 　 １ 級地 □ ６ 　 ２ 級地 □ ７ 　 ３ 級地 □ ２ 　 ４ 級地

□ ３ 　 ５ 級地 □ ４ 　 ６ 級地 □ ９ 　 ７ 級地 □ ５ 　 その他

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １  減算型 □ ２  基準型 □ １ 　 なし

特別地域加算 □ １  なし □ ２  あり □ ２ 　 あり

□ １ 　 訪問看護ス テーショ ン 緊急時訪問看護加算 □ １  なし □ ３  加算Ⅰ □ ２  加算Ⅱ

□ 13 訪問看護 □ ２ 　 病院又は診療所 特別管理体制 □ １  対応不可 □ ２  対応可

□ ３ 　 定期巡回・ 随時対応サービ ス 連携 専門管理加算 □ １  なし □ ２  あり

タ ーミ ナルケア体制 □ １  なし □ ２  あり

遠隔死亡診断補助加算 □ １  なし □ ２  あり

看護体制強化加算 □ １  なし □ ３  加算Ⅰ □ ２  加算Ⅱ

口腔連携強化加算 □ １  なし □ ２  あり

□ １  なし □ ４  加算Ⅰ（ イ 及びロ の場合）

□ ２  加算Ⅱ（ イ 及びロ の場合） □ ５  加算Ⅰ（ ハの場合）

□ ３  加算Ⅱ（ ハの場合）

□ ２ 　 該当

サービ ス 提供体制強化加算

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 地域に関する 状況）

□ １ 　 非該当 □ ２ 　 該当

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 規模に関する 状況）

□ １ 　 非該当

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る  体 制 等 状 況 一 覧 表（ 居宅サービ ス ・ 施設サービ ス ・ 居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　  　 　 の　  　 　 他　 　  　 該　 　  　 当　 　  　 す 　 　 　 る  　 　 　 体 　 　 　 制 　 　 　 等 LIFEへの登録 割 引

各サービ ス 共通 地域区分
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（ 別紙１ －２ －２ ）

□ １ 　 １ 級地 □ ６ 　 ２ 級地 □ ７ 　 ３ 級地 □ ２ 　 ４ 級地

□ ３ 　 ５ 級地 □ ４ 　 ６ 級地 □ ９ 　 ７ 級地 □ ５ 　 その他

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １  減算型 □ ２  基準型 □ １ 　 なし

特別地域加算 □ １  なし □ ２  あり □ ２ 　 あり

□ 63 介護予防訪問看護 □ １ 　 訪問看護ス テーショ ン

□ ２ 　 病院又は診療所

緊急時介護予防訪問看護加算 □ １  なし □ ３  加算Ⅰ □ ２  加算Ⅱ

特別管理体制 □ １  対応不可 □ ２  対応可

専門管理加算 □ １  なし □ ２  あり

看護体制強化加算 □ １  なし □ ２  あり

口腔連携強化加算 □ １  なし □ ２  あり

サービ ス 提供体制強化加算 □ １  なし □ ３  加算Ⅰ □ ４  加算Ⅱ

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る  体 制 等 状 況 一 覧 表 （ 介護予防サービ ス ）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　  　 　 の　  　 　 他　 　  　 該　 　  　 当　 　  　 す 　 　 　 る  　 　 　 体 　 　 　 制 　 　 　 等 LIFEへの登録 割 引

各サービ ス 共通 地域区分

２ 　 該当

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 地域に関する 状況）

□ １ 　 非該当 □ ２ 　 該当

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 規模に関する 状況）

□ １ 　 非該当 □
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（ 別紙１ －１ －２ ）

□ １ 　 １ 級地 □ ６ 　 ２ 級地 □ ７ 　 ３ 級地 □ ２ 　 ４ 級地

□ ３ 　 ５ 級地 □ ４ 　 ６ 級地 □ ９ 　 ７ 級地 □ ５ 　 その他

特別地域加算 □ １  なし □ ２  あ り

□ １ 　 訪問看護ス テーショ ン

□ 13 訪問看護 □ ２ 　 病院又は診療所

□ ３ 　 定期巡回・ 随時対応型サービ ス 連携

備考　 １ 　 こ の表は、 事業所所在地以外の場所で一部事業を 実施する 出張所等があ る 場合について記載する こ と と し 、 複数出張所等を 有する 場合は出張所ご と に提出し てく ださ い。

各サービ ス 共通 地域区分

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る  体 制 等 状 況 一 覧 表（ 主たる 事業所の所在地以外の場所で一部実施する 場合の出張所等の状況）

事 業 所 番 号

提供サービ ス 施設等の区分 人員配置区分 そ　  　 　 の　  　 　 他　 　  　 該　 　  　 当　 　  　 す 　 　 　 る  　 　 　 体 　 　 　 制 　 　 　 等

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 地域に関する 状況）

□ １ 　 非該当 □ ２ 　 該当

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 規模に関する 状況）

□ １ 　 非該当 □ ２ 　 該当
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（ 別紙１ －２ －２ ）

□ １ 　 １ 級地 □ ６ 　 ２ 級地 □ ７ 　 ３ 級地 □ ２ 　 ４ 級地

□ ３ 　 ５ 級地 □ ４ 　 ６ 級地 □ ９ 　 ７ 級地 □ ５ 　 その他

特別地域加算 □ １  なし □ ２  あり

□ 63 介護予防訪問看護 □ １ 　 訪問看護ス テーショ ン

□ ２ 　 病院又は診療所

備考　 １ 　 こ の表は、 事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する 出張所等がある 場合について記載する こ と と し 、 複数出張所等を有する 場合は出張所ごと に提出し てく ださ い。

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る  体 制 等 状 況 一 覧 表（ 主たる 事業所の所在地以外の場所で一部実施する 場合の出張所等の状況）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　  　 　 の　  　 　 他　 　  　 該　 　  　 当　 　  　 す 　 　 　 る  　 　 　 体 　 　 　 制 　 　 　 等

各サービ ス 共通 地域区分

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 地域に関する 状況）

□ １ 　 非該当 ２ 　 該当

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 規模に関する 状況）

□ １ 　 非該当 □ ２ 　 該当

□
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（ 別紙11）
令和 年 月 日

1 事業所名

2 異動区分 □ 1　 新規 □ 2　 変更 □ 3　 終了

3 施設種別 □ 1　 訪問介護事業所

□ 2　 (介護予防） 訪問看護事業所（ 訪問看護ス テーショ ン）

□ 3　 (介護予防） 訪問リ ハビリ テーショ ン事業所

□ 4　 (介護予防） 短期入所生活介護事業所

□ 5　 (介護予防） 短期入所療養介護事業所

□ 6　 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護事業所

4
１ ． 連携歯科医療機関

２ ． 連携歯科医療機関

３ ． 連携歯科医療機関

※　 要件を満たすこ と が分かる 根拠書類を準備し 、 指定権者から の求めがあった場合には、 速やかに提出し てく ださ い。

口腔連携強化加算に関する 届出書

歯科医療機関と の
連携の状況

歯科医療機関名

所在地

歯科医師名

歯科訪問診療料の算定の実績        　 　 年　 　 月　 　 日

連絡先電話番号

歯科医療機関名

所在地

歯科医師名

歯科訪問診療料の算定の実績        　 　 年　 　 月　 　 日

連絡先電話番号

歯科医療機関名

所在地

歯科医師名

注２ 　 「 連携歯科医療機関」 は１ つ以上の記載が必要である 。 なお、 記入欄が不足し ている 場合には、 「 歯科医療機関と
の連携の状況」 のみを追加記載し た様式を別途添付し ても 差し 支えない。

注３ 　 「 歯科訪問診療料の算定の実績」 と は、 歯科診療報酬点数表の区分番号Ｃ 000に掲げる 歯科訪問診療料の算定の実績
であり 、 直近の算定日を記載する こ と 。

歯科訪問診療料の算定の実績        　 　 年　 　 月　 　 日

連絡先電話番号

注１ 　 「 連携歯科医療機関」 と は、 利用者の口腔の健康状態に係る 評価を行う に当たって、 歯科医療機関の歯科医師又は
歯科医師の指示を受けた歯科衛生士に対し て、 口腔の健康状態の評価の方法や在宅歯科医療の提供等について相談でき る
体制を確保し ている 歯科医療機関である 。
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（ 別紙１ 4－2）
令和 年 月 日

□ 1　 新規 □ 2　 変更 □ 3　 終了

□ 1　 （ 介護予防） 訪問看護 □ 2　 （ 介護予防） 訪問リ ハビリ テーショ ン

□ 3　 療養通所介護

（ 訪問看護、 訪問リ ハビリ テーショ ン）

□ 1 サービス 提供体制強化加算（ Ⅰ） □ 2 サービス 提供体制強化加算（ Ⅱ）

（ 療養通所介護）

□ 3 サービス 提供体制強化加算（ Ⅲ） □ 4 サービス 提供体制強化加算（ Ⅲ） ロ

有 ・ 無

□ ・ □

□ ・ □

□ ・ □

6　 勤続年数の状況
（ １ ） サービス 提供体制強化加算（ Ⅰ）

①に占める ②の割合が30％以上 有 ・ 無

① 人

② 人 □ ・ □

①に占める ②の者が１ 名以上 有 ・ 無

① 人

② 人 □ ・ □

①に占める ②の割合が30％以上 有 ・ 無

① 人

② 人 □ ・ □

療養通所
介護

サービ ス を直接提供する 職員の総数
（ 常勤換算）

①のう ち勤続年数７ 年以上の者の総数
（ 常勤換算）

勤
続
年
数
の
状
況

訪問看護
看護師等の総数（ 常勤換算）

①のう ち勤続年数７ 年以上の者の総数
（ 常勤換算）

訪問リ ハ
サービ ス を直接提供する 理学療法士、
作業療法士又は言語聴覚士の総数

①のう ち勤続年数７ 年以上の者の総数

2　 異 動 区 分

3　 施 設 種 別

4　 届 出 項 目

5　 研修等に
     関する 状況
     (訪問看護のみ）

①　 研修計画を 作成し 、 当該計画に従い、 研修（ 外部における 研修を
　 含む） を 実施又は実施を 予定し ている こ と 。

②　 利用者に関する 情報若し く はサービ ス 提供にあたっ ての留意事項
　 の伝達又は技術指導を 目的と し た会議を 定期的に開催する こ と 。

③　 健康診断等を 定期的に実施する こ と 。

1　 事 業 所 名

サービス 提供体制強化加算に関する 届出書
（ （ 介護予防） 訪問看護、 （ 介護予防） 訪問リ ハビリ テーショ ン、 療養通所介護）
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（ ２ ） サービス 提供体制強化加算（ Ⅱ）

①に占める ②の割合が30％以上 有 ・ 無

① 人

② 人 □ ・ □

①に占める ②の者が１ 名以上 有 ・ 無

① 人

② 人 □ ・ □

①に占める ②の割合が30％以上 有 ・ 無

① 人

② 人 □ ・ □

要件を 満たすこ と が分かる 根拠書類を 準備し 、 指定権者から の求めがあっ た場合には、 速やかに提出する こ と 。備考

療養通所
介護

サービ ス を直接提供する 職員の総数
（ 常勤換算）

①のう ち勤続年数３ 年以上の者の総数
（ 常勤換算）

勤
続
年
数
の
状
況

訪問看護
看護師等の総数（ 常勤換算）

①のう ち勤続年数３ 年以上の者の総数
（ 常勤換算）

訪問リ ハ
サービ ス を直接提供する 理学療法士、
作業療法士又は言語聴覚士の総数

①のう ち勤続年数３ 年以上の者の総数
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（ 別紙15）
令和 年 月 日

□ 1　 新規 □ 2　 変更 □ 3　 終了

□ 1　 訪問看護事業所（ 訪問看護ス テーショ ン）

□ 2　 訪問看護事業所（ 病院又は診療所）

連携する 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護事業所

事業所名 事業所番号

訪問看護事業所における 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護連携に係る 届出書

1　 事 業 所 名

2　 異 動 区 分

   3　 施設等の区分
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（ 別紙16）

□ 1　 新規 □ 2　 変更 □ 3　 終了

□ 1　 (介護予防） 訪問看護事業所（ 訪問看護ス テーショ ン）

□ 2　 (介護予防） 訪問看護事業所（ 病院又は診療所）

□ 3　 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護事業所

□ 4　 看護小規模多機能型居宅介護事業所

□ 1　 緊急時（ 介護予防） 訪問看護加算

□ 2　 緊急時対応加算

□ 3　 特別管理加算に係る 体制

□ 4　 タ ーミ ナルケア体制

 1　 緊急時（ 介護予防） 訪問看護加算又は緊急時対応加算に係る 届出内容

①　 連絡相談を担当する 職員 （ 　 ） 人

人 常勤 人 非常勤 人

人 常勤 人 非常勤 人

有 ・ 無

□ ・ □

人 常勤 人 非常勤 人

人 常勤 人 非常勤 人

人 常勤 人 非常勤 人

人 常勤 人 非常勤 人

人 常勤 人 非常勤 人

②　 連絡方法

③　 連絡先電話番号

1 （ ） 4 （ ）

2 （ ） 5 （ ）

3 （ ） 6 （ ）

事務職員

その他

作業療法士

言語聴覚士

保健師、 看護師以外の職員が利用者又はその家族等から の電話等に対応する 体制と
なっている か。 「 有」 にチェ ッ ク を入れた場合、 下記の欄に保健師、 看護師以外の
職員について記載する こ と 。 　 ※緊急時（ 介護予防） 訪問看護加算のみ

　 保健師、 看護師以外の職員

理学療法士

看護師

緊急時（ 介護予防） 訪問看護加算・ 緊急時対応加算・ 特別管理体制・ タ ーミ ナルケア体制に係る 届出書

事 業 所 名

異動等区分

施設等の区分

届 出 項 目

保健師
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 2　 看護師等以外の職員が利用者又は家族等から の電話連絡を受ける 場合に必要な 有 ・ 無
体制　 ※ (介護予防） 訪問看護事業所のみ

①　 看護師等以外の職員が利用者又はその家族等から の電話等によ る 連絡及び □ ・ □

　  相談に対応する 際のマニュ アルが整備さ れている こ と 。

 ②　 緊急の訪問看護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに行える 連絡 □ ・ □

     体制及び緊急の訪問看護が可能な体制が整備さ れている こ と 。

 ③　 当該訪問看護ス テーショ ンの管理者は、 連絡相談を担当する 看護師等以外の □ ・ □

    職員の勤務体制及び勤務状況を明ら かにする こ と 。

 ④　 看護師等以外の職員は、 電話等によ り 連絡及び相談を受けた際に、 保健師 □ ・ □

    又は看護師へ報告する こ と 。 報告を受けた保健師又は看護師は、 当該報告

    内容等を訪問看護記録書に記録する こ と 。

⑤　 ①から ④について、 利用者及び家族等に説明し 、 同意を得る こ と 。 □ ・ □

3　 緊急時（ 介護予防） 訪問看護加算（ Ⅰ） に係る 届出内容（ ①又は②は必須項目） 有 ・ 無

※　 (介護予防） 訪問看護事業所、 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護のみ

①　 夜間対応し た翌日の勤務間隔の確保 □ ・ □

②　 夜間対応に係る 勤務の連続回数が２ 連続（ ２ 回） ま で □ ・ □

③　 夜間対応後の暦日の休日確保 □ ・ □

④　 夜間勤務のニーズを踏ま えた勤務体制の工夫 □ ・ □

⑤　 ICT、 AI、 IoT等の活用によ る 業務負担軽減 □ ・ □

⑥　 電話等によ る 連絡及び相談を担当する 者に対する 支援体制の確保 □ ・ □

備考　 緊急時の（ 介護予防） 訪問看護、 特別管理、 タ ーミ ナルケアのそれぞれについて、 体制を
　 　 敷いている 場合について提出し てく ださ い。 ２ の看護師等以外の職員が電話連絡の対応を行う

　 　 場合には、 ２ の①の「 マニュ アル」 も 添付し てく ださ い。

186



（ 別紙16）

□ 1　 新規 □ 2　 変更 □ 3　 終了

□ 1　 (介護予防） 訪問看護事業所（ 訪問看護ス テーショ ン）

□ 2　 (介護予防） 訪問看護事業所（ 病院又は診療所）

□ 3　 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護事業所

4　 特別管理加算に係る 体制の届出内容 有 ・ 無

①　 24時間常時連絡でき る 体制を整備し ている 。 □ ・ □

②　 当該加算に対応可能な職員体制・ 勤務体制を整備し ている 。 □ ・ □

③　 病状の変化、 医療器具に係る 取扱い等において医療機関等と の密接な □ ・ □

　 連携体制を整備し ている 。

 5　 タ ーミ ナルケア体制に係る 届出内容 有 ・ 無

①　 24時間常時連絡でき る 体制を整備し ている 。 □ ・ □

②　 タ ーミ ナルケアの提供過程における 利用者の心身状況の変化及びこ れに □ ・ □

　 対する 看護の内容等必要な事項が適切に記録さ れる 体制を整備し ている 。

緊急時（ 介護予防） 訪問看護加算・ 特別管理体制・ タ ーミ ナルケア体制に係る 届出書

事 業 所 名

異動等区分

施設等の区分
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（ 別紙17）

□ 1　 新規 □ 2　 変更 □ 3　 終了

□ 1　 (介護予防） 訪問看護事業所（ 訪問看護ス テーショ ン）

□ 2　 (介護予防） 訪問看護事業所（ 病院又は診療所）

□ 3　 看護小規模多機能型居宅介護事業所

□ 1　 緩和ケア

□ 2　 褥瘡ケア

□ 3　 人工肛門ケア及び人工膀胱ケア

□ 4　 特定行為

専門管理加算に係る 届出内容

1　 緩和ケアに関する 専門研修

2　 褥瘡ケアに関する 専門研修

3　 人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに関する 専門研修

4　 特定行為研修

備考　 １ 、 ２ 、 ３ 又は４ の専門の研修を 修了し たこ と が確認でき る 文書（ 当該研修の名称、

　 　実施主体、 修了日及び修了者の氏名等を記載し た一覧でも 可） を 添付する こ と 。

氏名 氏名

氏名 氏名

氏名 氏名

専門管理加算に係る 届出書

事 業 所 名

異動等区分

施設等の区分

届 出 事 項

氏名 氏名
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（ 別紙18）

□ 1　 新規 □ 2　 変更 □ 3　 終了

□ 1　 (介護予防） 訪問看護事業所（ 訪問看護ス テーショ ン）

□ 2　 (介護予防） 訪問看護事業所（ 病院又は診療所）

□ 3　 看護小規模多機能型居宅介護事業所

遠隔死亡診断補助加算に係る 届出内容

情報通信機器を用いた在宅での看取り に係る 研修を受けた看護師

備考　 研修を修了し たこ と が確認でき る 文書（ 当該研修の名称、 実施主体、 修了日及び修了者の

　 　氏名等を記載し た一覧でも 可） を添付する こ と 。

氏名 氏名

遠隔死亡診断補助加算に係る 届出書

事 業 所 名

異動等区分

施設等の区分

届 出 項 目 遠隔死亡診断補助加算
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（ 別紙19）

○　 訪問看護事業所

□ 1　 新規 □ 2　 変更 □ 3　 終了

□ １   看護体制強化加算（ Ⅰ） □ ２   看護体制強化加算（ Ⅱ） 　

① 人
有 ・ 無

② 人 → □ ・ □

① 人
有 ・ 無

② 人 → □ ・ □

① 人

有 ・ 無

→ □ ・ □

→ □ ・ □

① 人

有 ・ 無

② 人 → □ ・ □
①に占める
②の割合が
６ ０ ％以上

３ 　 タ ーミ ナル
      ケア加算の
      算定状況

前１ ２ か月間のタ ーミ ナルケア加算の
算定人数

1人以上

5人以上

４ 　 看護職員の
      割合 指定訪問看護を提供する 従業員数

（ 常勤換算法）

①のう ち看護職員の人数
（ 常勤換算法）

①に占める
②の割合が
５ ０ ％以上

２ 　 特別管理
      加算の算定
      状況

前６ か月間の実利用者の総数

①のう ち特別管理加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算
定し た実利用者数

①に占める
②の割合が
２ ０ ％以上

１ 　 緊急時訪問
      看護加算の
      算定状況

前６ か月間の実利用者の総数

①のう ち緊急時訪問看護加算を算定し
た実利用者数

看護体制強化加算に係る 届出書（ (介護予防)訪問看護事業所）

事 業 所 名

異動等区分

届 出 項 目
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○　 介護予防訪問看護事業所

□ 1　 新規 □ 2　 変更 □ 3　 終了

□ １   看護体制強化加算

① 人
有 ・ 無

② 人 → □ ・ □

① 人
有 ・ 無

② 人 → □ ・ □

① 人

有 ・ 無

② 人 → □ ・ □

備考　 看護体制強化加算に係る 体制を 敷いている 場合について提出し てく ださ い。

３ 　 看護職員の
      割合 指定訪問看護を提供する 従業員数

（ 常勤換算法）

①のう ち看護職員の人数
（ 常勤換算法）

①に占める
②の割合が
６ ０ ％以上

①に占める
②の割合が
２ ０ ％以上

事 業 所 名

異動等区分

届 出 項 目

１ 　 緊急時介護
      予防訪問
      看護加算の
      算定状況

前６ か月間の実利用者の総数

①のう ち緊急時介護予防訪問看護加算
を算定し た実利用者数

①に占める
②の割合が
５ ０ ％以上

２ 　 特別管理
      加算の
      算定状況

前６ か月間の実利用者の総数

①のう ち特別管理加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算
定し た実利用者数
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別紙　 サービス 提供体制強化加算における 算定の根拠と なる 書類１ 【 体制要件】

研修 会議 健康診断

対象者

厚労大
臣が定

める基準
（告示
95）

すべての従業者に対し、研修計画を作成し当該計画に従い研修
（外部研修含む）を実施又は実施予定としていること
（事業の一環として実施される研修であること）

利用者に関する情報・サービス提供上の留意事項の伝達又は技
術指導を目的とした会議を定期的に開催すること

すべての従業者に対し、健康診断等を定期的に実施すること

算定留
意事項
（老企
36）

「研修計画」は研修内容の全体像と研修実施のための勤務体制の
確保を定めるとともに、従業者に個別具体的な研修の目標、内
容、研修期間、実施時期等を定めた計画

従業者全員が参加（複数グループに分けた開催も可）するもので
なければならない。開催状況の概要の記録が必要。
「サービス提供上の留意事項」とは、留意事項通知（老企36号）に
各サービスごとに例示あり。

少なくとも、１年以内ごとに１回、事業者の負担で実施しているこ
と。
新たに加算を算定しようとする場合にあっては、当該健康診断等
が１年以内に実施されることが計画されていることをもって足りるも
のとする。

「 研修計画」 に関する 書類 「 会議の開催」 に関する 書類 「 健康診断の定期的実施」 に関する 書類

・全ての従業者に対して研修を実施又は実施予定であること
・研修実施の実績又は研修計画があること
　※訪問看護事業の一環として実施する研修であること

・全ての従業者が参加する会議を実施又は実施予定であること
・利用者に関する情報・サービス提供上の留意事項の伝達又は技
術指導を目的とした会議を定期的に開催している又は開催予定で
あること
　※会議について概ね1ヶ月に1回以上開催されていること

・常勤、非常勤ともに、年1回以上、事業者の負担で定期的に実施
または実施予定であること

○前年度実施している場合

①全体の研修計画書等
・事業所で行う研修内容の全体像が分かる書類
・提出年度の前年度の１年分
②従業者ごとの個別研修計画
・従業者ごとの個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施
時期を明示
・従業者数が多い場合は、見本として数件抽出して提出
・提出年度の前年度の１年分

○前年度実施している場合

①会議次第等
・会議の内容が分かる書類
②会議の出席表、議事録等
・サービス提供に係る従業者全員が参加することが分かる資料
③会議の議事録等
・会議の開催状況を示す資料

○前年度実施している場合

①全従業者の健康診断実施結果の一覧表等
・健康診断を実施したことが分かる書類

○今後実施する場合

①全体の研修計画書等
・提出年度の約１年分
②従業者ごとの個別研修計画
・従業者ごとの個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施
時期を明示
・従業者数が多い場合は、見本として数件抽出して提出
・提出年度の約１年分

○今後実施する場合

①会議開催に関する法人内部規定
・開催頻度、出席者、会議の内容等を定めたもの
②議事録様式

○今後実施する場合

①全従業者向けの健康診断実施の通知等
・健康診断を実施すること分かる書類
(１年以内に実施する計画を策定すること)

※　 既に当該加算の届出を行っており 、 研修等に関する 状況に変更がない場合には提出不要と する

１ 　 体制要件【 訪問看護】

訪

問
看

護

要

件

の
内

容

各サービスごとに、運営基準で定められる人員（訪問看護：運営基準第60条に規定）

前提

添付書類

※勤務形態一覧表（参考様式１）に代えて、各事業所・施設にお

＊利用者の個人情報が記載さ れている 資料を 添付する 場合
は、 必ず利用者名を伏せた形にする こ と

＊従業者の個人情報が記載さ れている 資料を 添付する 場合
は、 必ず個人名を 伏せた形にする こ と
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参考計算書B（ 勤続年数） ※勤続7年以上

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ァ） 時間

（常勤換算人数の計算） (ァ)÷【A】　＝ 1) 人

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ４月 1) 2)

（常勤換算人数の計算） (イ)÷【A】　＝ 2) 人 ５月 3) 4)

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ６月 5) 6)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 3) 人 ７月 7) 8)

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ８月 9) 10)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 4) 人 ９月 11) 12)

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 １０月 13) 14)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 5) 人 １１月 15) 16)

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 １２月 17) 18)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 6) 人 １月 19) 20)

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ２月 21) 22)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 7) 人 合計 【B】 【C】

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 8) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 9) 人 １月当たりの平均値 【D】 【E】

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 10) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 11) 人

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 12) 人 【E】 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ％【F】

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 13) 人 【D】 人

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 14) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 15) 人

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 16) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 17) 人

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 18) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 19) 人

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 20) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 21) 人

勤続７ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 22) 人

※体制要件（研修、会議、健康診断）も満たす必要があり
ます。

×100%＝

★上記【F】の数値が、サービス種類ごとに定められる割合
以上であれば、算定できます。

（【B】÷実績月数） （【C】÷実績月数）

【以下は自動計算】

時間

２ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

12月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

１ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

11月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

７ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

時間

８ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

９ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

10月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

５ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

６ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

　「勤続７年以上職員の割合の算出」について、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を用いて計算します。
　（例）令和３年度については、令和２年4月から令和３年2月までの常勤換算により算出した毎月の数値の平均をもって判断します。
　　　　※なお、常勤換算人数の計算に当たっては、計算の都度、小数点第２位以下は切り捨てて計算してください。

１　各月ごとに、実績数を元に常勤換算方法により、人数を計算してください。
　　※常勤換算人数は自動計算
　　※看護師等とは、『保健師・看護師・准看護師・ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ』を指します。

４ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

常勤換算人数

看護師等 勤続７年以上

時間

２　常勤換算後の人数（自動転記）の合計を実績月数で
割って平均を計算し、【Ｄ】【Ｅ】に入力してください。
　※小数点２位以下切り捨て

参考計算書（ Ｂ ）
勤続７ 年以上職員の割合の計算用

事業所名

事業所番号

（注）新規事業所等は、下表のうち３月分の欄を使用して計算してください。

～～記載に当たって事前にご確認ください～～

・常勤職員の勤務時間【Ａ】・・・当該事業所において（就業規則上）定められている常勤職員（一人）が勤務すべき一月当たりの時間数をご記入ください。例：160時間

・○○職員の総勤務時間数（ア）・（イ）・・・暦月ごとに該当する全ての職員の勤務延時間数（勤務表上、当該事業に係るサービス提供に従事する時間として明確に位置

付けられている時間に限る。）を合計してください。勤務延時間数の考え方は以下のとおりです。

＜雇用形態が常勤の職員＞

介護保険制度における基準上も常勤の取扱いとなり、暦月で１月を超える休暇等がある場合を除き、当該職員の当該月に係る勤務延時間数は【Ａ】の時間数と同じとなります。（当

該月における実際の勤務時間数の合計が【Ａ】の時間数を超えていた場合であっても、【Ａ】の時間数までが上限となります。）

ただし、雇用形態が常勤であっても、週３２時間（育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者は週３０時間）を下回る場合は、以下の雇用形態が常勤以外（非常勤等）

の職員と同様に取り扱います。

＜雇用形態が常勤以外（非常勤等）の職員＞

① 当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含めない。）が【Ａ】の時間数に達している場合、介護保険制度における基準上は常勤の取扱いとなり、

【Ａ】の時間数と同じとなります。

② ①で【Ａ】の時間数に達していない場合、介護保険制度における基準上も非常勤の取扱いとなり、当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含め

ない。）がそのまま勤務延時間数となります。
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参考計算書B（ 勤続年数） ※勤続3年以上

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ァ） 時間

（常勤換算人数の計算） (ァ)÷【A】　＝ 1) 人

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ４月 1) 2)

（常勤換算人数の計算） (イ)÷【A】　＝ 2) 人 ５月 3) 4)

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ６月 5) 6)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 3) 人 ７月 7) 8)

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ８月 9) 10)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 4) 人 ９月 11) 12)

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 １０月 13) 14)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 5) 人 １１月 15) 16)

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 １２月 17) 18)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 6) 人 １月 19) 20)

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ２月 21) 22)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 7) 人 合計 【B】 【C】

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 8) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 9) 人 １月当たりの平均値 【D】 【E】

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 10) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 11) 人

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 12) 人 【E】 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ％【F】

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 13) 人 【D】 人

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 14) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 15) 人

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 16) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 17) 人

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 18) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 19) 人

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 20) 人

看護師等の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 21) 人

勤続３ 年以上看護師等の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 22) 人

　「勤続３年以上職員の割合の算出」について、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を用いて計算します。
　（例）令和３年度については、令和２年4月から令和３年2月までの常勤換算により算出した毎月の数値の平均をもって判断します。
　　　　※なお、常勤換算人数の計算に当たっては、計算の都度、小数点第２位以下は切り捨てて計算してください。

参考計算書（ Ｂ ）
勤続３ 年以上職員の割合の計算用

事業所名

事業所番号

１　各月ごとに、実績数を元に常勤換算方法により、人数を計算してください。
　　※常勤換算人数は自動計算
　　※看護師等とは、『保健師・看護師・准看護師・ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ』を指します。

４ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

常勤換算人数

看護師等 勤続３年以上

２　常勤換算後の人数（自動転記）の合計を実績月数で
割って平均を計算し、【Ｄ】【Ｅ】に入力してください。
　※小数点２位以下切り捨て

（【C】÷実績月数）

時間

５ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

６ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

７ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間
（【B】÷実績月数）

８ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

９ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

２ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

時間

12月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

１ 月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

11月

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

時間

※体制要件（研修、会議、健康診断）も満たす必要があり
ます。

【以下は自動計算】

10月

×100%＝

時間

★上記【F】の数値が、サービス種類ごとに定められる割合
以上であれば、算定できます。

常勤職員の
勤務時間
【 Ａ 】

（注）新規事業所等は、下表のうち３月分の欄を使用して計算してください。

～～記載に当たって事前にご確認ください～～

・常勤職員の勤務時間【Ａ】・・・当該事業所において（就業規則上）定められている常勤職員（一人）が勤務すべき一月当たりの時間数をご記入ください。例：160時間

・○○職員の総勤務時間数（ア）・（イ）・・・暦月ごとに該当する全ての職員の勤務延時間数（勤務表上、当該事業に係るサービス提供に従事する時間として明確に位置

付けられている時間に限る。）を合計してください。勤務延時間数の考え方は以下のとおりです。

＜雇用形態が常勤の職員＞

介護保険制度における基準上も常勤の取扱いとなり、暦月で１月を超える休暇等がある場合を除き、当該職員の当該月に係る勤務延時間数は【Ａ】の時間数と同じとなります。（当

該月における実際の勤務時間数の合計が【Ａ】の時間数を超えていた場合であっても、【Ａ】の時間数までが上限となります。）

ただし、雇用形態が常勤であっても、週３２時間（育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者は週３０時間）を下回る場合は、以下の雇用形態が常勤以外（非常勤等）

の職員と同様に取り扱います。

＜雇用形態が常勤以外（非常勤等）の職員＞

① 当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含めない。）が【Ａ】の時間数に達している場合、介護保険制度における基準上は常勤の取扱いとなり、

【Ａ】の時間数と同じとなります。

② ①で【Ａ】の時間数に達していない場合、介護保険制度における基準上も非常勤の取扱いとなり、当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含め

ない。）がそのまま勤務延時間数となります。
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介護サービス事業者・介護保険施設　各位

記

１　届出事項及び必要な書類

　変更届出書（様式第一号（五））、変更項目に応じた「変更届必要書類一覧」参照

２　提出要領

　次のア・イいずれかの担当に１部提出してください。

　（ア・イのいずれにも該当する場合は、アに１部提出してください。）

ア　介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護がある法人の場合

　※介護老人保健施設、介護医療院の場合は、所定の様式を使用してください。

　介護老人保健施設　⇒ https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/rouken/henkou.html

　介護医療院　⇒　 https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/kaigoiryouin/kaigoiryouintodokede.html

　＜提出先＞

　東京都福祉局高齢者施策推進部　施設支援課　施設運営担当

　〒１６３－８００１　東京都新宿区西新宿二丁目８番１号　東京都庁第一本庁舎２６階

　電話：（０３）５３２０－４２６４

イ　ア以外の法人（特定施設入居者生活介護以外の居宅・介護予防サービス、介護療養型医療施設）

　＜提出先＞

　公益財団法人東京都福祉保健財団　事業者支援部　介護事業者指定室　法人変更担当

　〒１６３－０７１８　東京都新宿区西新宿二丁目７番１号　新宿第一生命ビルディング１８階

　電話：（０３）３３４４－８５１７

（注１）事業所の内容についての変更を伴う場合にも、事業所の変更届とは別にご提出ください。

東京都福祉局高齢者施策推進部

　介護保険法では、省令で定める事項に変更があった場合、事業者はその旨を都道府県知事に１０日以内に届
け出る必要があります。変更届に必要な提出書類は下記のとおりです。

（注２）統合等により別法人となる場合は、変更の扱いとなりません。旧事業所を廃止し、新たな法人による新規
申請が必要となります。

法人に関する変更届の手続きについて
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変
更
届
出
書

(

別
表

)

変
更
届
出
書

　

事
業
所
一
覧

（
原
本

）

登
記
簿
謄
本

誓
約
書

〇 〇 ○ 〇

〇 〇 ○ 〇

〇 〇 ○

〇 〇 ○ 〇 〇

注1 法人住所の変更に伴い、電話・ＦＡＸ番号も変更になった場合、変更届出書(様式第一号（五）)の

注2 「事業所一覧」には、都内にある指定介護事業所の「事業所番号」「事業所名」を記載してください。

注4 登記事項証明には、「履歴事項全部証明書」の原本（コピー不可）をご提出ください。

様式のダウンロード

アドレス https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/index.html

変
更
内
容

■法人に関する変更届必要書類一覧■

事業所等に関する内容の変更を伴う場合にも、法人情報の変更届については、事業所の変更届※とは別にご提出ください。

　（例：法人事務所と事業所が同一所在地にあったが、別の場所に一緒に移転した場合、

　　　　法人の代表者と事業所の管理者が同じで、その人が別の人に替わる場合など。）

表１　法人に関する変更事項

法人の名称

法人住所等の変更

法人の電話・FAX
番号の変更

代表者の変更

代表者の住所の変更

　 　「変更の内容欄の(変更前)(変更後)」欄にその旨記載してください。

注3 「変更届出書（別表）」及び「事業所一覧」は該当する事業所が１つしかない場合にも必ず添付してください。

　変更届出に関する様式は、「東京都介護サービス情報｣のホームページの変更届出様式のカテゴリーからダウンロードできます。

〇 ○ 〇

登記事項証明又は条例
等の変更（当該指定事業
の目的の記載に関するも

のに限る）

〇 〇 ○ 〇

〇

法人として行っているサー
ビスについて、

居宅サービスは参考様式

４及び別紙①
介護予防サービスは参考

様式４及び別紙⑤
の添付をお願いします。
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別紙様式第一号（五）

年 月 日

申請者

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

1 3 X X X X X X X X

X X X X X X X X X X X X X

年 月 日

事業所（施設）の名称 （変更前）

事業所（施設）の所在地

申請者の名称

主たる事務所の所在地

法人等の種類

代表者（開設者）の氏名、生年月日、住所及び職名

登記事項証明書・条例等

（当該事業に関するものに限る。）

事業所（施設）の建物の構造及び専用区画等

利用者の推定数

事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び住所

（介護老人保健施設は、事前に承認を受ける。）

（変更後）

運営規程

協力医療機関・協力歯科医療機関

事業所の種別

提供する居宅療養管理指導の種類

事業実施形態

（本体施設が特別養護老人ホームの場合の

空床利用型・併設事業所型の別）

利用者、入所者又は入院患者の定員

福祉用具の保管・消毒方法

（委託している場合にあっては、委託先の状況）

併設施設の状況等

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

備考 １
２

　「サービスの種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
　「変更があった事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。

なお、電子申請届出システムを利用する際は、「サービスの種類」に該当する付表に変更前と変更後の内容を入力、付
表以外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変更後の内容が具体的に分
かるように入力してください。

サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴

代表者　東京　花子
 東京都千代田区神田１－１－１
 （令和４年１０月１日付就任）

変更があった事項（該当に○） 変更の内容

代表者　江戸　太郎
 東京都新宿区西新宿２－８－１
 （令和４年９月３０日付退任）

○

備品（訪問入浴介護事業及び介護予防訪問入浴介護事業）

サービスの種類

変更年月日 令和　４ １０ １

指定内容を変更した事業所等

名称
都庁介護サービス　ほか●事業所

所在地

１６３－８００１
東京都新宿区西新宿２－８－１

法人番号

変更届出書

令和４ 10 5

東京都知事　殿
所在地 東京都新宿区西新宿２-８-１

名称 株式会社都庁介護サービス

代表者職名・氏名　 代表取締役　東京 花子

介護保険事業所番号

法人の変更で該当するのは太枠内の箇所です。

・法人の名称変更した場合→「申請者の名称」

・法人の主たる事務所（本社）の所在地、電話番号、

FAX番号を変更した場合→「主たる事務所の所在地」

に「○」をつけてください。
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変　　更　　届　　出　　書（別表）

事業所名称

名　　称 フリガナ

開 主たる事務所の所

設 在地

⌒

事 申請者連絡先

業 法人の種別

）

代表者の職・氏名 フリガナ

者

代表者の生年月日

代表者の住所

訪問
介護

訪問
入浴
介護

訪問
看護

訪問ﾘ
ﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝ

居宅
療養
管理
指導

通所
介護

通所ﾘ
ﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝ

短期
入所
生活
介護

短期
入所
療養
介護

特定
施設
入居
者生
活介
護

福祉
用具
貸与

福祉
用具
販売

介護
福祉
施設

介護
保健
施設

介護
療養
型医
療施
設

介護
医療
院

○ ○

○

注１ この用紙は、変更事項に関わらず必ず添付してください。

注２　居宅サービスの指定を受けている場合は、上段に対象のサービス欄に○を記入してください。

また、介護予防サービスの指定を受けている場合は、下段に対象のサービス欄に

○を記入してください。

（日本産業規格Ａ列４番）

氏　　名

指 定 を 受 け て い る サ ー ビ ス の 種 類

東京　花子

ﾄｳｷｮｳ　ﾊﾅｺ

　　１９７１　年　３　月　１　日　

(郵便番号１０１－００００)

(郵便番号１６３－８００１)

東京都千代田区神田１－１－１

居宅サービス事業・介護予防サービス 介護保険施設

都庁介護サービス　ほか●事業所

株式会社都庁介護サービス

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ ﾄﾁｮｳｶｲｺﾞｻｰﾋﾞｽ

東京都新宿区西新宿２－８－１

03-1111-1111 03-1111-1112

営利法人

代表取締役

電話番号 ＦＡＸ

法人所轄庁

職　　名

変更届出書 様式第一号（五）に

記載した事業所名を記入してく

ださい。

「
法
人
の
情
報
」
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
登
記
簿
に
記
載
さ

れ
て
い
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
登
記
簿
の
と
お
り
に
記
入
し
て
く
だ
さ

上段が居宅サービス
下段が予防サービス
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（参考様式） 事　　業　　所　　一　　覧

注　事業所一覧は事業所数に関わらず必ず提出してください。

事業者番号 事業所名称

都内にある指定介護事業所を
全て記入してください。
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年 月 日

知事    殿

（名称）

　申請者が別紙のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

（該当に○）

別紙⑤：　介護予防サービス事業所向け

（参考様式４）

誓　約　書

東京都

申請者    

（代表者の職名・氏名）

別紙①：　居宅サービス事業所向け

別紙②：　介護老人福祉施設向け

別紙③：　介護老人保健施設向け

別紙④：　介護医療院向け
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（別紙①：居宅サービス事業所向け）
介護保険法第７０条第２項

一 申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十四条第一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数を満たしていないと
き。

三 申請者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるま
での者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三 申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の
規定による国民健康保険税を含む。以下この号、第七十八条の二第四項第五号の三、第七十九条第二項第四号の三、第九十四条第三項第五号の三、第百七条第三項第七号、第
百十五条の二第二項第五号の三、第百十五条の十二第二項第五号の三、第百十五条の二十二第二項第四号の三及び第二百三条第二項において「保険料等」という。）について、当
該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納
期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。第七十八条の二第
四項第五号の三、第七十九条第二項第四号の三、第九十四条第三項第五号の三、第百七条第三項第七号、第百十五条の二第二項第五号の三、第百十五条の十二第二項第五号
の三及び第百十五条の二十二第二項第四号の三において同じ。）を引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定を
除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規
定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者である
かを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第五節及び第二百三条第二項におい
て同じ。）又はその事業所を管理する者その他の政令で定める使用人（以下「役員等」という。）であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取
り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの
を含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するた
めの当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮し
て、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定に
限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の
規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業
所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当
該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業
者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取
消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の三 申請者と密接な関係を有する者（申請者（法人に限る。以下この号において同じ。）の株式の所有その他の事由を通じて当該申請者の事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重
要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもの（以下この号において「申請者の親会社等」という。）、申請者の親会社等が株式の所有その他の事由を通じてその事
業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもの又は当該申請者が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的
に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもののうち、当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を有する法人をいう。以下
この章において同じ。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該
指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者
による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消
しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七 申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又
は処分をしないことを決定する日までの間に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日か
ら起算して五年を経過しないものであるとき。

七の二 申請者が、第七十六条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第七十七条第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行う
か否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合に
おける当該特定の日をいう。）までの間に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から
起算して五年を経過しないものであるとき。

八 第七号に規定する期間内に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業
の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、
当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

十 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号から前号までのいずれかに該当する者のあるもの
であるとき。

十の二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれかに
該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第六号まで又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者
であるとき。

十二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいず
れかに該当する者であるとき。
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（別紙⑤：介護予防サービス事業所向け）
介護保険法第１１５条の２第２項

一 申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の四第一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数を満たしていない
とき。

三 申請者が、第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運
営に関する基準に従って適正な介護予防サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるま
での者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の
期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護予防特定施設入居者
生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行
政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消され
た者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含
む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するた
めの当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を
考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護予防特定施設入居者
生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行
政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消され
た者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含
む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するた
めの当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を
考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないと
き。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定
介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この
号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七 申請者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする
日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届
出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七の二 申請者が、第百十五条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の九第一項の規定による指定の取消しの処分に係る
聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知し
た場合における当該特定の日をいう。）までの間に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該
届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

八 第七号に規定する期間内に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該
事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者
で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

十 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号から前号までのいずれかに該当する者
のあるものであるとき。

十の二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのい
ずれかに該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第六号まで又は第七号から第九号までのいずれかに該
当する者であるとき。

十二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号
までのいずれかに該当する者であるとき。
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訪問看護・ 介護予防訪問看護　 変更事項別提出書類一覧

変更No 変更事項 提出書類

１
事業所の名称 　 □ 変更届出書【 様式第一号（ 五） 】

　 □ 付表第一号（ 三）
　 □ 運営規程

２

事業所の所在地 　 □ 変更届出書【 様式第一号（ 五） 】
　 □ 付表第一号（ 三）
　 □ 運営規程
　 □ 図面
　 □ 事業所内外のカラ ー写真
　 　 （ 建物外観、 事業所入り 口、 事務室、 鍵付書庫、 手指洗浄場所、
　 　 　 相談ス ペース 等）

16
事業所の
電話番号、 FAX番号

　 □ 変更届出書【 様式第一号（ 五） 】
　 □ 付表第一号（ 三）

3

事業所の平面図
（ 専用区画、 レ イ アウ ト
変更）

　 □ 変更届出書【 様式第一号（ 五） 】
　 □ 付表第一号（ 三）
　 □ 図面
　 □ 変更箇所のカラ ー写真

5

管理者の
氏名及び住所

＜管理者が代わった場合＞
　 □ 変更届出書【 様式第一号（ 五） 】
　 □ 付表第一号（ 三）
　 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （ 変更月分）
　 □ 資格証（ 写）
　 　 　 ※資格証が旧姓の場合、 氏名変更がわかる 公的証明書（ 戸籍謄本
　 　 　 　 等） 書類を併せて提出し てく ださ い。

＜現管理者の『 婚姻等によ る 氏名変更』 又は『 住所変更』 のみの場合＞
　 □ 変更届出書【 様式第一号（ 五） 】
　 □ 付表第一号（ 三）

7

運営規程
　 ①営業日
　 ②営業時間
　 ③従業者数※1
　 ④通常の事業の実施地域
　 ⑤利用料※2
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 等

　 □ 変更届出書【 様式第一号（ 五） 】
　 □ 付表第一号（ 三）
　 □ 運営規程
　 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （ 変更月分） （ ①②③の変更の場合
のみ）

※1　 管理者以外の従業者の変更については、 変更届の提出は不要です。 その場合で
あっても 、 資格要件が必要な職種については資格を有し ている こ と を資格証等必ず確
認し 、 事業所において資格証等（ 写） を保管し てく ださ い。
　 運営規程で定めている 従業者の『 数』 に変更があった場合のみ、 変更届を提出し て
く ださ い。

※2　 加算届（ 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書（ 加算様式1-3） ） の
提出によ り 変更と なる 料金については、 変更届の提出は不要です。 変更後の料金表の
み加算届に添付し 、 提出し てく ださ い。

　 加算届の提出を伴わない料金（ 通常の実施地域外の交通費等） の変更があった場合
のみ変更届を提出し てく ださ い。

　 法人情報に関する 内容の変更を 伴う 場合は、 事業所の変更届と は別に法人の変更届を ご提出く ださ い。
　 変更届出様式は、 「 東京都介護サービ ス 情報」 のホームページから ダウ ンロ ード でき ま す。

http://www.fukushi.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/tuutitou/4_houkan.html

　 提出し た変更届出書類一式は、 写し を 時系列にファ イ リ ングする 等し 、 届出状況を適切に管理し てく ださ い。

　 変更後、 10日以内に届出が必要です。

　 届出を郵送等によ り 提出さ れる 場合は、 変更届出書【 様式第一号（ 五） 】 の写し と と も に返信用封筒（ 要切
手） を入れていただく と 、 写し に収受印を押し 返送いたし ま す。 受領確認の意味でも お勧めし ており ま す（ 任
意） 。

＜提出先＞
　 〒163-0718　 東京都新宿区西新宿二丁目7番1号　 新宿第一生命ビルディ ング18階
　 公益財団法人　 東京都福祉保健財団　 事業者支援部　 介護事業者指定室
　 電話　 03-3344-8517

　 事業所移転の場合は、 事前に東京都福祉保健財団へ御相談く ださ い。

203

http://www.fukushi.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/tuutitou/4_houkan.html


別紙様式第一号（五）  

年 月 日

申請者

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

年 月 日

事業所（施設）の名称 （変更前）

事業所（施設）の所在地

申請者の名称

主たる事務所の所在地

法人等の種類

代表者（開設者）の氏名、生年月日、住所及び職名

登記事項証明書・条例等

（当該事業に関するものに限る。）

事業所（施設）の建物の構造及び専用区画等

利用者の推定数

 事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び住所

（介護老人保健施設は、事前に承認を受ける。）

（変更後）

運営規程

事業所の種別

提供する居宅療養管理指導の種類

利用者、入所者又は入院患者の定員

福祉用具の保管・消毒方法

（委託している場合にあっては、委託先の状況）

併設施設の状況等

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

備考

法人番号

変更届出書

東京都知事　殿
所在地

名称

代表者職名・氏名　

介護保険事業所番号

指定内容を変更した事業所等

名称

所在地

サービスの種類

変更年月日

サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴

変更があった事項（該当に○） 変更の内容

備品（訪問入浴介護事業及び介護予防訪問入浴介護事業）

　「サービスの種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
　「変更があった事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。

なお、電子申請届出システムを利用する際は、「サービスの種類」に該当する付表に変更前と変更後の内容を入力、付
表以外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変更後の内容が具体的に分
かるように入力してください。

協力医療機関・協力歯科医療機関

事業実施形態

（本体施設が特別養護老人ホームの場合の

空床利用型・併設事業所型の別）

１
２
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- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

別添のとおり

 

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

 

付表第一号（三）  訪問看護・介護予防訪問看護事業所の指定等に係る記載事項

事
 

業
 

所

法人番号

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

事業所種別

管
 

理
 

者

フリガナ

住所

（郵便番号

他の事業所、施設等の職
務との兼務

（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務す

る職種及び勤務時間等

氏    名

生年月日

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

利用者の推定数 人

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
看護師 保健師 准看護師

理学・作業療法士、
言語聴覚士

専従 兼務

常　勤（人）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

※常勤換算後の人数（人）

添付書類

（訪問看護・介護予防訪問看護事業を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合）

非常勤（人）

Email

備考 １
２
３
４
５

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　 ※欄は、訪問看護ステーションの場合のみ記入してください。
　病院又は診療所が行うものについては、法第 71条第１項の規定により指定があったものとみなされるので、本申請の必要はありません。
　管理者の兼務の状況については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者に
ついては、上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

事
 

業
 

所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

病院 診療所 訪問看護ステーション
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■複数事業所

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

（参考）  訪問看護・介護予防訪問看護事業所の指定等に係る記載事項記入欄不足時の資料

（訪問看護・介護予防訪問看護事業を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合）

事
 

業
 

所

フリ ガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

Email
連絡先

電話番号 ＦＡＸ番号
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（ 参考様式1） 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 サービ ス 種別 ( ）

令和 ( ) 年 月 事業所名 ( ）

(1 )
(2 )

(3 )事業所における 常勤の従業者が勤務すべき 時間数 時間/週 時間/月

当月の日数 日

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

(12)【 任意入力】 人員基準の確認（ 看護職員） （ 勤務形態の記号）

常勤換算方法対象外の

常勤の従業者の人数

■ 常勤換算方法によ る 人数 基準：

常勤換算の 常勤の従業者が

対象時間数（ 週平均） 週に勤務すべき 時間数

÷ ＝

（ 小数点第2位以下切り 捨て）

■ 看護職員の常勤換算方法によ る 人数

常勤換算方法対象外の

常勤の従業者の人数 常勤換算方法によ る 人数

＋ ＝

合計

0 0.0 0.0人

週

常勤換算後の人数

0 40 0.0

合計 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 -

C 非常勤で専従

C 0 0 0 0 - D 非常勤で兼務

B 0 0 0 0 0

常勤で専従

A 0 0 0 0 0 B 常勤で兼務

勤務形態
勤務時間数合計 常勤換算の対象時間数 記号 区分

当月合計 週平均 当月合計 週平均 A

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

No (4)
職種

(5)
勤務
形態

(6)
資格

(7) 氏　 名

(8)

訪問看護（ 訪問看護ス テ ーショ ン ）
3 2021 4

４ 週

(9 )1～4週
目の勤務時
間数合計

(10)
週平均

勤務時間数

(11 ) 兼務状況
（ 兼務先／兼務する 職務の

内容） 等

1週目 2週目 3週目 4週目 5週目

予定
40 160

30
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（ 参考様式1） 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 サービ ス 種別 ( ）

令和 ( ) 年 月 事業所名 ( ）

(1)
(2)

(3)事業所における 常勤の従業者が勤務すべき 時間数 時間/週 時間/月

当月の日数 日

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

##

(12)【 任意入力】 人員基準の確認（ 看護職員） （ 勤務形態の記号）

常勤換算方法対象外の

常勤の従業者の人数

■ 常勤換算方法によ る 人数 基準：

常勤換算の 常勤の従業者が

対象時間数（ 週平均） 週に勤務すべき 時間数

÷ ＝

（ 小数点第2位以下切り 捨て）

■ 看護職員の常勤換算方法によ る 人数

常勤換算方法対象外の

常勤の従業者の人数 常勤換算方法によ る 人数

＋ ＝

No (4)
職種

(5)
勤務
形態

(6)
資格

(7) 氏　 名

(8)

訪問看護（ 訪問看護ス テ ーシ ョ ン ）
3 2021 4

４ 週

(9)1～4週
目の勤務時
間数合計

(10)
週平均

勤務時間数

(11) 兼務状況
（ 兼務先／兼務する 職務の

内容） 等

1週目 2週目 3週目 4週目 5週目

予定
40 160

30

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

常勤で専従

A 0 0 0 0 0 B 常勤で兼務

勤務形態
勤務時間数合計 常勤換算の対象時間数 記号 区分

当月合計 週平均 当月合計 週平均 A

C 非常勤で専従

C 0 0 0 0 - D 非常勤で兼務

B 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 -

合計

0 0.0 0 .0人

週

常勤換算後の人数

0 40 0.0

6/7
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≪提出不要≫

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　 記入方法　 （ 訪問看護）

・ ・ ・ 直接入力する 必要があ る 箇所です。

・ ・ ・ プルダウ ン から 選択し て入力する 必要があ る 箇所です。

　 なお、 「 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」 に「 シフ ト 記号表（ 勤務時間帯） 」 も 必ず添付し て提出し てく ださ い。

　 ・ 最初に「 年月欄」 「 サービ ス 種別」 「 事業所名」 を 入力し てく ださ い。

　 (1) 「 ４ 週」 ・ 「 暦月」 のいずれかを 選択し てく ださ い。

　 (2) 「 予定」 ・ 「 実績」 ・ 「 予定・ 実績」 のいずれかを 選択し てく ださ い。 （ 「 予定・ 実績」 は予定と 実績が同じ だっ たこ と を 示す場合に選択し てく ださ い。 ）

　 (3) 事業所における 常勤の従業者が勤務すべき 時間数を 入力し てく ださ い。

　 (4) 従業者の職種について、 下記のう ち該当する 職種を プルダウ ン よ り 選択し てく ださ い。 （ 直接入力も 可能です。 ）

 　 　  記入の順序は、 職種ご と にま と めてく ださ い。

No 職種名

1 管理者

2 看護職員

3 理学療法士

4 作業療法士

5 言語聴覚士

　 (5) 従業者の勤務形態について、 下記のう ち該当する 区分の記号を プルダウ ン よ り 選択し てく ださ い。

 　 　  記入の順序は、 各職種の中で勤務形態の区分ご と にま と めてく ださ い。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（ 注） 常勤・ 非常勤の区分について

　 　 　 当該事業所における 勤務時間が、 当該事業所において定めら れている 常勤の従業者が勤務すべき 時間数に達し ている こ と を いいま す。 雇用の形態は考慮し ま せん。

　 　 （ 例えば、 常勤者は週に40時間勤務する こ と と さ れた事業所であ れば、 非正規雇用であ っ ても 、 週40時間勤務する 従業者は常勤扱いと なり ま す。 ）

　 (6) 従業者の保有する 資格について、 該当する 資格名称を プルダウ ン よ り 選択し てく ださ い。 （ 直接入力も 可能です。 ）

 　 　  保有資格を 全て記入する のではなく 、 人員基準上、 求めら れる 資格等を 入力し てく ださ い。

       ※選択し た資格及び研修に関し て、 必要に応じ て、 資格証又は研修修了証等の写し を 添付資料と し て提出し てく ださ い。

　 (7) 従業者の氏名を 記入し てく ださ い。

　 (8) 申請する 事業に係る 従業者（ 管理者を 含む。 ） の1ヶ 月分の勤務時間を 入力し てく ださ い。

　 　   ※ 指定基準の確認に際し ては、 ４ 週分の入力で差し 支えあ り ま せん。

　 (9) 従業者ご と に、 合計勤務時間数が自動計算さ れま すので、 誤り がないか確認し てく ださ い。

 　 　  ※ 入力する こ と ができ る 時間数は、 当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき 勤務時間数を 上限と し ま す。

　 (10) 従業者ご と に、 週平均の勤務時間数が自動計算さ れま すので、 誤り がないか確認し てく ださ い。

　 (11) 申請する 事業所以外の事業所・ 施設と の兼務があ る 場合は、 兼務先の事業所・ 施設の名称、 兼務する 職務の内容について記入し てく ださ い。

　 　 　  同一事業所内の兼務についても 兼務する 職務の内容を 記入し てく ださ い。

　 　 　  その他、 特記事項欄と し ても ご 活用く ださ い。

　 (12)【 任意入力】  看護職員について、 各欄に該当する 数字を 入力し 、 常勤換算後の人数を 算出し てく ださ い。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、

　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。

　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、

　　　　　手入力すること。

　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、

　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に

　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従っ て、 入力し てく ださ い。

【留意事項】

・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリ ック。PW は設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。

・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。

・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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別紙様式第一号（七）

年 月 日

申請者

次のとおり事業を廃止（休止）するので届け出ます。

1 3 X X X X X X X X

法人番号 X X X X X X X X X X X X X

年 月 日

年 月 日

備考 廃止又は休止する日の１月前までに届け出てください。

記入例

現にサービス又は支援を
受けている者に対する措置

別紙「移行先リスト」のとおり
他事業所へ移行する。

休止予定期間 休止日 ～ 令和５ ５ ３１

廃止・休止する年月日 令和　４ ６ １

廃止・休止する理由
人員不足のため
事業拠点の統合のため　　等

１６３－８００１
東京都新宿区西新宿２－８－１

サービスの種類
訪問看護
介護予防訪問看護

廃止・休止の別 廃止 ・ 休止

名称 株式会社都庁介護サービス

代表者職名・氏名　 代表取締役　東京 太郎

介護保険事業所番号

廃止（休止）する事業所（施設）

名称
都庁介護サービス

所在地

廃止・休止届出書

令和４ 4 25

東京都知事　殿
所在地 東京都新宿区西新宿２－８－１

※出張所（ サテラ イ ト ） の廃止の場合は、

廃止届ではなく 事業所の変更届の提出が

必要です。

廃止・ 休止の１ 月前ま でに届出が必要です。

休止予定期間は最長 １ 年間です（ なお、 指定有効期間満了日が先に到来する 場合
は、 指定有効期間満了日ま でです。 ） 。
休止期間中は、 事業所の指定更新を 受ける こ と はでき ま せん。

余白に届出担当者の氏名及び日中連絡のと れる 電話番号を 記載し てく ださ い。
届出について、 確認事項がある 場合、 担当者へご連絡いたし ま す。

法人番号は、 国税庁から

指定さ れる １ ３ 桁の番号

です。 法人番号が不明の

場合は、 「 国税庁法人番

号公表サイ ト 」

（ https://www.houjin-

bangou.nta.go.jp） でご確

認く ださ い。

同一の事業所番号で複数の

サービ ス 種別の指定を 受け

ている 場合は、 本欄に、 廃

止・ 休止の届け出を希望す

る 複数のサービス 種別を記

入する こ と ができ ま す。

※事業所番号が異なる サー

ビ ス 種別の廃止・ 休止を届

け出る 場合は、 事業所番号

ごと に本様式を作成し 、 提

出し てく ださ い。

事業を廃止・ 休止する に当たり 、 利用者の方を 他
事業所へ移行（ 紹介） する こ と が義務付けら れて
いま す。
利用者名と 紹介先事業所名が記載さ れている 「 移
行先リ ス ト （ 任意様式） 」 を 作成し 、 本届出と 併
せて提出し てく ださ い。 なお、 複数のサービス 種
別の廃止・ 休止を 行う 場合は、 サービス 種別ごと
に「 移行先リ ス ト （ 任意様式） 」 を 作成し て下さ
い。
既に利用者がいない場合は、 本欄に「 利用者な
し 」 と 記載し てく ださ い。
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別紙様式第一号（六）

年 月 日

申請者

次のとおり事業を再開しましたので届け出ます。

1 3 X X X X X X X X

X X X X X X X X X X X X X

年 月 日

備考 事業の再開に係る届出にあっては、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付してください。

法人番号

再開届出書

令和４ 10 5

東京都知事　殿

所在地 東京都新宿区西新宿２－８－１

名称 株式会社都庁看護サービス

代表者職名・氏名　 代表取締役　東京 太郎

介護保険事業所番号

再開した事業所（施設）

名称
都庁看護ステーション

所在地

１６３－８００１
東京都新宿区西新宿２－８－１

サービスの種類
訪問看護
介護予防訪問看護

再開した年月日 令和４ １０ １
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